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・各表の数値は、令和２年度全体会計の決算等における数値を使用しています。 

 

・説明を平易にするため、数値を四捨五入している箇所があります。 

 

・ここで紹介している各財務諸表は項目を簡素化したものなので、詳細は別途ホームペ

ージに掲載している「令和２年度決算坂戸市財務書類」をご覧ください。 
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新基準とは、平成 27年度に総務省より提示された「固定資産台帳の整備

と複式簿記の導入を前提とした財務書類の作成等に係る統一的な基準」の

ことです。国内の全ての自治体は、この基準による財務諸表を平成 29年

度までに作成し、公開するよう要請されていました。 

旧基準は、「総務省改定モデル」と呼ばれる、固定資産台帳を整備せず建

設事業費の積み上げを資産金額とした暫定的な財務諸表でした。 

うーん、新基準、旧基準って何なの？ 

 

１．は じ め に 

平成 28 年度会計より新たな基準に基づく財務諸表を作成することとなりまし

た。 

本冊子でご説明する財政状況はこの新たな基準に基づくものです。 

この財務諸表は、旧基準で作成した平成 27年度までの財務諸表との比較はでき

ませんが、他自治体との同じ基準での比較が可能となりました。 

・☆・♪・☆・♪・☆・♪・☆・♪・☆・♪・☆・♪・☆・♪・☆・♪・ 

うー、難しそうなのー。 
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財務諸表とは、「坂戸市は資産をどのくらい持っているの？」「行政サービス

を提供するためにかかった費用はどのくらいなの？」といったことを表すた

めに用いる表のことをいいます。 

じゃあ、財務諸表にはどんなもの

があるの？ 

坂戸市の保有する資産（土地や建物など）や負債（借金）の状況を把握し、

それを分析することで、より良い市政運営の指針とするためです。 

貸借対照表 

行政コスト計算書 

資金収支計算書 

純資産変動計算書 

これら４表が財務諸表として活用されています。 

 

２．財務諸表とその役割について 

坂戸市は毎年、財務諸表を公表してるって

聞いたけど、それってそもそも何なの？ 

坂戸市は、何のために財務諸表を

作成しているの？ 
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資産の部 負債の部 

１．固定資産 

・ 有形固定資産 

・ 無形固定資産 

・ 投資/その他の資産 

２．流動資産 

・ 財政調整基金等 

・ 現金預金 

１．固定負債 

２．流動資産 

負債合計 

純資産の部 

純資産合計 

資産合計 負債・純資産合計 

経常行政コスト 

・ 人にかかるコスト 

・ ものにかかるコスト 

・ その他のコスト 

・ 移転支出的なコスト 

経常収益 

・ 使用料・手数料 

・ 分担金・負担金 

純経常行政コスト 

・ 臨時損失、臨時利益 

純行政コスト 

期首資金残高 

・ 業務活動収支 

・ 投資活動収支 

・ 財務活動収支 

期末資金残高 

前年度末純資産残高 

１．純行政コスト 

２．財源調達 

３．固定資産等の変動 

純当該年度末資産残高 

貸 借 対 照 表 行政コスト計算書 

資金収支計算書 

純資産変動計算書 

・ 本年度歳計外現金増減 

期末現金預金残高 

3 

2 1 

それでは、実際に令和 2年度の財務諸表を見ていきましょう ☞

３．財務諸表の関連性について 

①行政コスト計算書の純経常行政コストは、純資産変動計算書にマイナス要因とし

て計上されます。 

 

②純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部の変動内訳を表します。 

 

③資金収支計算書は、貸借対照表の歳計現金の変動内訳を表します。 

３つのポイント 

財務諸表には、それぞれ関連性があって、その関連性には３つ

のポイントがあるの。 
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「資産の部」は、例えば市が保有す

る道路や学校などの現在の価値を

お金で表しています。 

 
※「負債」と「純資産」を元手に 

「資産」を調達しています。 

「負債の部」は、借金など将来負

担すべき金額を表しています。 

 

「純資産の部」は国や県からの補

助金などで、今までの世代が負担

したものです。 

 
 
 
 
 
 
 
 

貸 借 対 照 表 

（単位：百万円） 

資産の部 負債の部 

１．有形固定資産 115,480 １．固定負債 29,580 

土地、建物、道路・公園など １年以上先に返済する負債 

２．無形固定資産 91 ２．流動負債 4,761 

ソフトウェア・地上権など 1年以内に返済する負債 

３．投資・その他の資産 4,913 負債合計  

出資金、基金など  純資産の部 

固定資産 計 120,484 １．純資産 93,627 

４．流動資産 7,483 固定資産形成分、余剰分など 

現金預金、財政調整基金など 純資産合計 93,627 

資産合計 127,967 負債及び純資産合計 127,967 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

・資産は 1,280億円で市民一人あたり１２7万 5千円なの。 

・負債は 343億円で市民一人あたり３4万 2千円なの。 

・純資産は 936億円で市民一人あたり９3万 3千円なの。 

・純資産比率（純資産÷資産合計）は、7３.２％になったの。 

※坂戸市の人口は、１００，373人（R3.4.1現在）を使用しているの。 

こんなことが分かりました！ 

４．貸借対照表について 

貸借対照表とは３月３１日時点の財政状態を明らかにする

報告書で、どれだけ資産を持っているかが分かるの。 

3４,341 
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行政コスト計算書は１年間で市が行ったサービスに、どのくら

い費用がかかったのか、それをどのような収入でまかなったの

かが分かるの。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

行 政 コ ス ト 計 算 書 

経常行政コスト（いつも行っている一年間の行政サービスに要した費用） 54,298 

１．人にかかるコスト 5,357 

２．物にかかるコスト 11,277 

３．その他コスト（支払利息など） 564 

４．移転支出的なコスト（補助金・負担金・給付金など） 37,100 

経常収益（行政サービスの利用により、市民が直接負担したもの） 762 

１．使用料・手数料 249 

２．その他 513 

純経常行政コスト 53,536 

臨時損失（資産除売却損など） 

臨時利益（資産売却益など） 

50 

1 

純行政コスト 53,585 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

経常行政コスト ・・・人件費やゴミ収集、福祉サービスなど経常的な経費です。 

経常収益    ・・・施設利用料や住民票の写しの発行手数料などです。 

純経常行政コスト・・・行政コストの合計（経常行政コスト）から市民が負担した

使用料など（経常収益）を差し引き、市税などでまかなう

べき金額がどれだけあるかを表しています。 

 

 

 

１年間の純経常行政コストは 53６億円で、市民一人当たり

53万円なの。これは市税・補助金などでまかなわれるの。 

こんなことが分かりました！ 

５．行政コスト計算書について 

（単位：百万円） 
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純 資 産 変 動 計 算 書 

（単位：百万円） 

令和元年度末純資産残高（期首純資産残高） 94,154 

令和 2年度変動額 ▲527 

１．純行政コスト ▲53,585 

２．財源調達（税収・国県補助金等） 53,018 

３．固定資産等の変動（無償所管換え等） 40 

令和２年度末純資産残高 93,627 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

純資産とは、資産を取得する際の負債以外の財源なの。 

その純資産がこの１年間でどのように変化したのかが分か

るものが、純資産変動計算書なの。 

６．純資産変動計算書について 

純行政コスト  ・・・行政コスト計算書収支差額（資産のマイナス要因） 

財源調達    ・・・市税や地方交付税、補助金など（資産のプラス要因） 

固定資産等の変動・・・固定資産の調査判明、誤記載減少など 

 

 

 

純行政コストが税金・補助金の収入を上回った影響で、前年度

に比べ純資産が 5億円減少して、純資産が 936億円になった

の。 

 

こんなことが分かりました！ 
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資 金 収 支 計 算 書 

（単位：百万円） 

期首資金残高 3,007 

１．業務活動収支 2,355 

２．投資活動収支 ▲2,033 

３．財務活動収支 ▲520 

期末資金残高 2,809 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

業務活動収支の黒字部分が２４億円あったけど、投資活動収支

や財務活動収支で 2６億円のマイナスだったことで、期末資金

（歳計現金）残高は、前年度から２億円減少したの。 

 

こんなことが分かりました！ 

業務活動収支・・・市税や補助金、人件費など業務活動にかかる収支 

投資活動収支・・・建設事業費や基金支出などの投資活動にかかる収支 

財務活動収支・・・市債発行償還等の資金調達活動などに係る収支 

資金収支計算書は、１年間の行政活動に伴う資金の流れを、

その収入・支出の性質に応じて、「業務活動収支」「投資活動

収支」「財務活動収支」の３つに区分したものなの。 

７．資金収支計算書について 
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前年度と比較して、基礎的財政収支が改善していることがわかるの。でも、住民一人

当たりコストの増加や、有形固定資産減価償却率が上昇ぎみなのは悩ましいところな

の。 

８．財務書類からわかる指標について 

ここでは、財務諸表から読み取れる代表的な指標を紹介するの。

これらの指標は、経年比較をすることで、その自治体の全体的

な傾向をみることができるの。 

令和2年度 令和元年度

100,373人 10０,778人

1,275千円 1,280千円

生活インフラ・国土保全 59.2% 59.1%

教育 26.8% 26.7%

福祉 2.1% 2.0%

環境衛生 4.4% 4.7%

産業振興 0.2% 0.2%

消防 0.0% 0.0%

総務 7.3% 7.2%

2.19年 2.73年

65.8% 64.4%

73.2% 73.0%

9.7% 11.1%

342千円 346千円

1,101,934千円 16,693千円

純行政コスト 534千円 420千円

人件費 53千円 54千円

物件費 112千円 105千円

移転費用 370千円 261千円

経常収益 8千円 8千円

受益者負担の割合 1.4% 1.8%

年度

人口

有形固定資産の行政目的別割合

住民一人当たり行政コスト

住民一人当たり資産額

歳入額対資産比率

有形固定資産減価償却率

純資産比率

住民一人当たり負債額

基礎的財政収支

将来世代負担比率
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住民一人当たり資産額 

行政サービスに用いることができる資産が、住民一人当たりどの程度蓄積されているかを

示しています。 

使用する財務書類 貸借対照表 

計算式 総資産額÷住民基本台帳人口（貸借対照表より） 

 

有形固定資産の行政目的別割合 

有形固定資産の行政目的別の割合を算出することで、行政分野ごとの社会資本形成の比重

の把握が可能となります。経年比較することで、行政分野ごとに社会資本がどのように形成

されてきたかを把握することができます。 

使用する財務書類 貸借対照表、【附属明細書】有形固定資産の行政目的別明細 

計算式 行政目的別有形固定資産額÷有形固定資産額 

 

歳入額対資産比率 

 当該年度の歳入総額に対する資産の比率を表し、これまでに取得した資産が歳入の何年分

に相当するかを表しています。 

使用する財務書類 貸借対照表、資金収支計算書 

 計算式 総資産額÷当年度歳入総額 

 

有形固定資産減価償却率 

耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを示しています。100％に

近いほど老朽化が進んでいることを意味します。 

使用する財務書類 貸借対照表 

計算式 減価償却累計額÷（有形固定資産合計＋減価償却累計額−土地等の非償却資産-

建設仮勘定） 

 

純資産比率 

保有する資産のうち純資産の部分は、過去及び現役世代の負担によるものです。したがっ

て、純資産の変動は、将来世代と現役世代との間で負担割合が変動したことを意味します。

将来負担を過重にしないためにも、純資産比率は高いほうが良いとされています。 

使用する財務書類 貸借対照表 

 計算式 純資産合計÷資産合計 

 

 
説明は次ページにもつづくの！ 

９．各指標の説明 
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将来世代負担比率 

 社会資本等の財源のうち、将来の償還等が必要な負債が占める形成割合を算出することに

より、社会資本等形成に係る将来世代の負担の比率を把握できます。この比率が高いほど、

将来世代の負担が大きいことになります。 

使用する財務書類 貸借対照表、【附属明細書】地方債等（借入先別）の明細 

計算式 地方債残高（臨時財政対策債等の特例地方債を除く）÷有形・無形固定資産合計 

 

住民一人当たり負債額 

 負債額を人口で除したもので、この額が少ないほど、財政負担が軽い状態といえます。 

使用する財務書類 貸借対照表 

 計算式 負債合計÷住民基本台帳人口 

 

基礎的財政収支 

 地方債等の歳入を除いた資金のバランスを示しており、収支がプラスであれば、現在の行

政サービスに係る費用が将来の世代に先送りすることなく、単年度の税収等で賄われている

といえます。 

使用する財務書類 資金収支計算書 

計算式 業務活動収支（支払利息支出を除く） 

＋投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く） 

 

住民一人当たり行政コスト 

行政コストを人口で除したもので、行政活動の効率性を測定することができます。 

使用する財務書類 行政コスト計算書 

 計算式 行政コスト÷住民基本台帳人口 

 

受益者負担の割合 

 行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を表しています。 

使用する財務書類 行政コスト計算書 

計算式 経常収益÷経常費用 
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作成した財務書類等を資産管理や予算編成に活用するためには、施設別等の単位でコスト

等を分析することが有効です。 

そのため、坂戸市では令和 2年度財務書類を活用し、「各公民館」、「図書館」及び「小・

中学校」などの施設別行政コスト計算書を作成しました。今回は坂戸市独自の基準で作成し

ていますが、今後もよりよい方策を研究していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０．施設別行政コスト計算書 

今後の公共施設の運営について、長期的な視点で

見るための検討資料の１つになると思うの。 

【公民館】 

※図書館の物にかかるコストには、分館の減価償却費等を含んでいません。 

※小・中学校及び教育センターの人にかかるコストには、埼玉県職員分を含んでいません。 
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【小学校】 

【図書館】 
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【中学校】 
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【幼稚園】 
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【その他施設】 
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１．財務諸表の作成モデルについて 

総務省「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に基づき作成しました。 

 

２．財務諸表作成の対象となる会計及び団体 

財務諸表作成の対象となる会計及び団体の範囲は以下のとおりです。 

 

※坂戸市では、一般会計等、全体会計及び連結会計の３通りの財務諸表を作成していま

すが、「坂戸市のわかりやすい財務諸表」では、全体会計の数値のみを使用していま

す。 

 

   《連結会計》                 

            

   《全体会計》        坂戸、鶴ヶ島水道企業団   

         坂戸、鶴ヶ島下水道組合   

   《一般会計等》        坂戸・鶴ヶ島消防組合   

   一般会計       坂戸地区衛生組合    

    石井土地区画整理事業特別会計    坂戸市土地開発公社 

    

坂戸中央２日の出土地区画整理事

業特別会計    

彩の国さいたま人づくり広域連合 

埼玉県後期高齢者医療広域連合 

    片柳土地区画整理事業特別会計    埼玉県市町村総合事務組合   

    

関間四丁目土地区画整理事業特別

会計    

広域静苑組合 

   

  

坂戸市、鶴ヶ島市外三組合公平委

員会特別会計      

              

    国民健康保険特別会計         

    介護保険特別会計          

    後期高齢者医療特別会計          

               

                      

 

１１．参考 


